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Ⅰ 最近の世界のエネルギー事情

現在，世界中で気候変動に関する議論が活発

化している。英国グラスゴーで開催された 2021

年の国連気候変動会議に参加した ASEAN 加

盟国を含むすべての国は，2050 年または 2060

年までのカーボンニュートラルシナリオを発表

した。また，世界銀行や欧州の各金融機関は，

化石燃料への融資に厳しい姿勢で臨むことを表

明している。アジア開発銀行も，2021 年のエ

ネルギー分野への融資の新方針として，石炭の

採掘・加工・貯蔵・輸送や石炭火力発電の新設

を支援しないと発表している。その方針では，

天然ガスの探査・採掘への支援は行わず，コス

ト，脱炭素化，運転期間のガイドラインなどの

条件を満たす中流・下流の天然ガスへの限定的

な支援にとどめるとも述べられている。

ロシアのウクライナ侵攻は，世界の化石燃料

の需要と供給の不均衡をさらに悪化させ，イン

フレ圧力を煽り，パンデミックの回復を遅らせ

ている。欧米主導の対ロシア制裁の総力戦によ

る石油供給の即時縮小は，世界のエネルギー取

引を再編成し，石油市場を脆弱にし，世界の化

石燃料供給安全保障に圧力をかけている。これ

は，全体的なエネルギーコストの上昇を引き起

こし，世界的にエネルギー安全保障の懸念を深

めている。
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日本は，特に電力輸送システム，省エネルギー，高効率化石燃料火力発電，化石燃料備蓄などの分野で質の

高いエネルギー技術を有しており，これらの分野で ASEAN 地域を長年支援してきた。2004 年から毎年開

催されているASEAN+3 エネルギー大臣会合や，2007年から毎年開催されている東アジア首脳会議エネル

ギー大臣会合などでも，日本の支援は紹介されている。また，石油備蓄，高効率石炭火力，省エネルギーなど

エネルギー安全保障に関する人材育成，知識共有，研究協力も継続されている。さらに，最近の傾向として，

再生可能エネルギー，二酸化炭素の回収・利用・貯蔵（CCUS），低炭素社会への移行における水素に関する

新しい取り組みが見られる。

本論文では，まず ASEAN のエネルギーの現状と将来予測について，いくつかの調査に基づいて簡単に説

明し，次に過去と現在進行中の日 ASEAN 協力プロジェクトの概要を紹介する。続いて，政治経済の観点か

ら日 ASEAN のあり方について考察し，ASEAN 加盟国が直面する潜在的なニーズや課題と，これまでに実

施されてきた協力とのギャップを示し，最後に将来の協力のための政策提言を述べる。



Ⅱ ASEANのエネルギー事情

2060 年の ASEAN の一次エネルギー供給量

は，2017 年の約 3.3 倍と大幅に増加すると推

定されている（Kimura et al., 2022）。また，石

炭，天然ガス，石油などの化石燃料は 2060 年

も増え続け，2060 年のエネルギーミックスに

占める割合は 80％以上になると予想される

（図1）。

現在，ASEAN地域の再生可能エネルギー開

発は急ピッチで進められているが，これらの再

生可能エネルギーのポテンシャルは地域によっ

て異なり，特に風力発電で顕著に現れている

（Lee et al., 2020）。したがって，再生可能エネ

ルギーを低コストで導入できる地域は少なく，

化石燃料が重要な電力源であることに変わりは

ない。このような再生可能エネルギーの状況

は，風力を中心とした再生可能エネルギー資源

が豊富なヨーロッパとは異なる。また，

ASEAN地域は，経済発展の段階，現在のエネ

ルギーミックス，資源保有量，国を越えた相互

接続の点で，北米や欧州と比較して特徴的なエ

ネルギー景観を有している。
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図1 ASEANの一次エネルギー供給量

Mtoe=million tonnes of oil equivalent.

出典：Kimura et al.（2022）を筆者により一部改変。



2016 年 11月 4 日に発効されたパリ協定を受

け，ASEAN 加盟国は表 1に示す自主的に決

定する約束草案（INDC：Independent Intend-

ed Nationally Determined Contributions）を提

出している。すべての ASEAN 加盟国は約束

草案の中で再生可能エネルギーに言及し，ほぼ

すべての国が約束草案の中で再生可能エネル

ギー目標を設定している。「国連気候行動サ

ミット 2019 に対する ASEAN の共同声明」

（ASEAN, 2019）で言及された ASEAN の主

要目標の中には，2025 年までにエネルギー強

度を 32％削減すること，2025 年までに再生可

能エネルギーミックスの構成比を 23％増加さ

せることがある。

2022 年 10月 31日から 2022 年 11月 13日に

かけてグラスゴーで開催された国連気候変動会

議（COP）26 を受け，ASEAN 加盟国もカー

ボンニュートラルやネットゼロの目標を宣言し

ている。マレーシア，タイ，ベトナム，ラオス

は，カーボンニュートラルを達成する年を

2050 年とした。インドネシアは 2060 年までに

カーボンニュートラルを達成したいと考え，タ
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表1 ASEANの各国が自主的に決定する約束草案

国名 削減目標

ブルネイ・ダルサラーム ブルネイは，2035 年までに総エネルギー消費量を 63％削減することを約束している。

カンボジア

カンボジアは，エネルギー，運輸，製造部門などからの総量削減と，土地利用，土地利用変

化，林業部門からの追加貢献によって，温室効果ガス排出量を 27％削減することを条件付

きで約束した。

インドネシア

インドネシアは，BAU比で 2020 年までに 26％，2030 年までに 29％の温室効果ガス排出量

を削減することを無条件に約束している。国際協力による支援があれば，2030 年の目標は

41％に引き上げられる。

ラオス
ラオスは，2030 年までに実施すべき，複数のセクターにおける温室効果ガス排出量削減の

ための政策・施策を定めている。

マレーシア

マレーシアは，2005 年の GDP の排出強度に対して，2030 年までに GDP の温室効果ガス排

出強度を 45％削減することを意図している。この削減は，無条件で 35％，さらに先進国か

ら気候変動資金，技術移転，能力開発を受けた場合に 10％という内訳である。

ミャンマー
ミャンマーは，2030 年までに実施するために，複数のセクターで温室効果ガス排出量を削

減する政策や対策を導入している。

フィリピン フィリピンは，2030 年までにBAU比で温室効果ガス排出量を 70％削減することを約束した。

シンガポール
シンガポールは，2005 年から 2030 年にかけて温室効果ガス排出強度を 36％削減し，2030

年頃をピークに排出量を安定させる方針である。

タイ

タイは，2030 年までに BAU 比で温室効果ガス排出量を 20％削減することを約束した。こ

の目標は，気候変動枠組条約に基づくバランスのとれた野心的な世界的合意を通じて，技術

開発と移転，財源，能力開発支援への適切かつ強化されたアクセスを条件として，25％まで

増加する可能性がある。

ベトナム

ベトナムは，2030 年までに温室効果ガス排出量を無条件で 8％削減することを意図してい

る。この目標は，二国間および多国間協力による国際的な支援が得られれば，また，GDP

単位あたりの排出強度を 2010 年比で 30％削減するという「地球温暖化防止協定」に基づく

新しいメカニズムの実施によって，25％まで引き上げることができる。

BAU=business as usual, GDP=gross domestic product, GHG=greenhouse gas （温室効果ガス）

Source：Summarized Association of Southeast Asian Nations member states information in the Intended Nationally Determined

Contributions Portal of the United Nations Framework Convention on Climate Change（UNFCCC, 2017）



イは 2065 年までに排出量ゼロの目標を達成す

る意向を示している。

Kimura et al.（2022）の ASEAN 加盟国が

2050 年または 2060 年までにカーボンニュート

ラルに到達するシナリオのうち，カーボン

ニュートラル達成 2050/2060 年（CN2050/

2060）は，クリーンエネルギー資源やクリーン

技術の導入だけでなく，炭素吸収源となる森林

再生などの土地利用・土地利用変化・林業

（LULUCF）対策による二酸化炭素の自然吸収

によってカーボンニュートラルに到達するシナ

リオである。

Kimura et al.（2022）から引用した図 2は，

BAU（business-as-usual）シナリオにおいて，

ASEAN の二酸化炭素排出量が 2050 年には 4

ギガトン CO2 をわずかに超え，2060 年には 5

ギガトン CO2 に近くなることを示す。CO2排

出量は，最終エネルギー消費の増加に伴い，主

に電力と運輸で増加する。

CN2050/2060 では，プラグイン電気自動車

（xEV）や水素ベースの燃料電池電気自動車

（FCEV）などの代替車両のコストが高いため，

2050 年までに電力セクターを完全に脱炭素化

する一方で，バスやトラックなどの輸送手段か

らの CO2排出は残る。このカーボン・ニュー

トラルにおける最終用途の CO2排出量は，電

力の脱炭素化だけでなく，炭素回収・貯留を伴

うバイオエネルギー（BECCS：Bioenergy with

Carbon Capture and Storage）や直接大気回

収・貯留（DACCS：Direct Air Carbon Capture

and Storage）などのネガティブエミッション

技術の組み合わせによってオフセットする。こ

れらのマイナスエミッション技術と最終用途の

排出削減を統合することが，ASEAN 諸国の

カーボンニュートラルを達成するための費用対

効果の高い戦略であると推定される。
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図2 ASEANの部門別エネルギー関連二酸化炭素排出量（CN2050/2060）の推移

CO2=carbon dioxide；DACCS=direct air capturewith carbon storage；LULUCF=land use, land-use change, and forestry；MtCO2

=million tonnes of carbon dioxide.

出典：Kimura et al.（2022）を筆者により一部改変。



■ ASEAN の電力セクターはどのように脱

炭素化されるのか？

Kimura et al.（2022）の CN2050/2060 シナ

リオによると，2060 年には再生可能エネル

ギーが主要電源となり，発電量の 56％を占め，

太陽光発電は全再生可能電力の 53％程度を占

めている。水素およびアンモニア火力発電は再

生可能エネルギーに続き，26％を占める。

図 3 は，CN2050/2060 シナリオにおける

ASEANの石炭，ガス，アンモニア，水素によ

る発電量が，2017 年の 0.8ペタワット時から，

2060 年には約 2.75ペタワット時まで増加する

ことを示している。またこの図は，2030 年以

降，発電における CCUS と混焼の役割が脱炭

素化において非常に重要であることを示してい

る。例えば，2040 年までに，CN2050/2060 シ

ナリオにおける ASEAN の石炭，ガス，アン

モニア，水素による発電電力の 60％以上は，

CCUS を備えた天然ガス発電所によるものとな

るであろう。また，2040 年には，石炭，ガス，

アンモニア，水素の総発電量のうち，ガスと水

素の混焼と石炭とアンモニアの混焼がそれぞれ

20％ずつに達すると予想される。2050 年，

2060 年に向けて，混焼と CCUS のシェアは減

少し，水素とアンモニアの火力発電所が重要な

シェアを占めるようになると予想される。

Ⅲ 過去の日本・ASEANエネルギー

協力プロジェクト

2000 年から 2010 年にかけて実施された

ASEAN エ ネ ル ギ ー 供 給 安 全 保 障 計 画

（ESSPA： Energy Supply Security Planning

for ASEAN）プログラムと 2000 年から 2012

年にかけて実施された PROMEEC プロジェク

トの 2 つの日 ASEAN 協力プロジェクトを紹

介する。

1．ESSPAプログラム

ESSPAプログラムは，エネルギー安全保障

領域における協力プログラムである。

この活動は，2000 年に開始され，第 1 回
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図3 ASEANにおける石炭，ガス，アンモニア，水素による発電電力量（CN2050/2060シナリオ）

CCUS=carbon dioxide capture, utilisation, and storage；TWh=terawatt-hour.

出典：Kimura et al.（2022）を筆者により一部改変。



ASEAN高級エネルギー事務レベル（SOME）

-経済産業省（METI）協議で ASEAN と日本

の首席エネルギー交渉官が合意した，エネル

ギーに関する SOME-METI 共同協力プログラ

ムの一部である。当時，経済成長によりエネル

ギー需要が増加している ASEAN 諸国にとっ

て，エネルギーの安定供給は経済安定化の観点

からも重要な課題であった。特に石油について

は，ASEAN全域で輸入量の急増が見込まれる

一方，価格は不安定であり，各国政府にとって

安定した石油取引量と価格の確保が不可欠であ

り，そのための仕組みやインフラが必要であっ

た。

当時，日本は 2度のオイルショックから，通

商産業省（現・経済産業省）によってエネル

ギー政策の策定・改善が進められており，こう

した経験がASEAN石油共有協定（APSA）の

見直しや緊急時の対応・備蓄など，ASEANの

エネルギー安全保障を検討する上でも参考にな

ると考えられた。そこで，ASEANエネルギー

センター（ACE）と日本エネルギー経済研究

所を実施機関として，ASEANのエネルギー安

全保障を分析するワーキンググループを設置

し，ESSPA を実施することになった。具体的

には，将来のエネルギー需要の把握がエネル

ギー安全保障を評価する上で重要であるとの認

識のもと，各国専門家によるセミナー等を通

じ，ASEAN エネルギー需要モデル・見通し

（ACE, 2011）の策定や，それに必要なデータ

の整理を支援した。

2．省エネルギー推進プロジェクト

（PROMEEC）

省エネルギーの分野では，2000 年代から

2010 年初頭にかけて，日本の経済産業省が支

援する PROMEECというプロジェクトが実施

された。PROMEEC は Promotion of Energy

Efficiency and Conservation の 略 称 で，

ASEAN諸国において，特に産業，ビル，エネ

ルギーマネジメントの 3分野で省エネ・環境保

全を推進することを目的としたプロジェクト

で，日本省エネルギーセンター（ECCJ），

ASEAN Energy Efficiency and Conservation

Sub-Sector Network，ACE により実施され

た。このプロジェクトでは，エネルギー診断や

省エネルギーに関するセミナー・研修などの人

材育成を継続的に実施し，ASEAN諸国のイン

フラ整備の加速に貢献するとともに，エネル

ギー分野における ASEAN 諸国と日本の協力

関係の強化に寄与した。

PROMEECは 2012 年に終了し，日 ASEAN

省エネルギーパートナーシップ（AJEEP）と

いう新たなプロジェクトに切り替わった。

AJEEP では，日本は PROMEEC プロジェク

トでこれまでに構築された省エネ推進のための

仕組みやデータベースを活用し，ASEAN諸国

が独自に継続的な活動を実施することを奨励し

た。

その一方で ASEAN 各国の省エネに関する

政策や法律の具体的な進捗状況に応じた支援も

継続的に実施された。具体的には，政策や法制

度が進んでいる国に対しては，日本はASEAN

のエネルギー管理者や専門家をリードして省エ

ネプロジェクトを形成することで，事業展開の

橋渡しをした。また，プロジェクト形成を通じ

て，最新の省エネルギー技術に精通した人材の

育成にも力を入れた。

その他の国（特にカンボジア，ラオス，ミャ

ンマー）に対しても，日本は，各国の状況に応

じたエネルギー管理システムの導入・普及のた
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めの政策・規制策定のための人材育成活動を支

援し，政策・規制目標の実現性を向上に寄与し

てきた。これらの活動は，ECCJや日本の民間

企業の専門家を ASEAN 諸国に派遣し，

ASEAN各国の政策担当者を日本に招聘して研

修を行うことで実施された。

Ⅳ 日ASEANのエネルギー協力の

現状と今後

METI（2020）は，ASEAN 加盟国とのエネ

ルギー協力がますます重要になると述べてお

り，特にカーボンニュートラルを議論の中心と

した支援・協力が推進される。経済産業省は

2019年に，アジアにおけるエネルギー転換の

ための包括的な支援策である「アジア・エネル

ギー転換イニシアティブ（AETI）」を発表し

た。AETIは，以下の 5つの基盤から構成され

ている：

−カーボンニュートラル実現に向けたエネル

ギー転換ロードマップの策定支援；

−アジア版エネルギー転換ファイナンスの提示

と推進；

−再生可能エネルギー，エネルギー効率，

LNG などのプロジェクトに対して，100 億

ドルの資金支援；

− 2兆円規模のファンドを活用した技術開発・

展開の支援。

−脱炭素技術に関する人材育成，知識共有，

ルール作り。

AETIに基づき，ERIAは ASEAN 地域のエ

ネルギー転換シナリオと転換技術に関する研究

を行い，カーボンニュートラルに向けた高効率

コンバインドサイクルガスタービン，石炭・ガ

ス発電の水素・アンモニア・バイオマス混焼，

CCUS等の関連技術の導入とこれらの技術への

適切なファイナンス支援による各国の実情に

沿った緩和経路の重要性を強調している

（Kimura et al., 2022; Han, 2022）。

また，日本は 2023 年 3月 3日，アジアの有

志国と「アジア・ゼロ・エミッション共同体

（AZEC）」を発足させた。AZEC は，ゼロエ

ミッション技術開発，そのための国際共同投

資・共同融資，技術の標準化，炭素クレジット

市場の 4 つの枠組みで構成されており，6月に

実施された第 1 回 AZEC 高級実務者会合

（AZEC SOM）では具体策として，水素及びア

ンモニアのマスタープラン策定，CCS の技術

標準策定，そして二国間クレジット制度

（JCM）の利活用促進に向けた取り組みを実施

することを確認した。

Ⅴ 議論・考察

エネルギー分野における日 ASEAN 協力の

変遷を振り返ると，ESSPA のようなエネル

ギー安全保障の問題から，PROMEEC や

AJEEP のようなエネルギー効率と節約の促

進，さらには現在進行中の AETIや AZECの

ようにエネルギー安全保障を確保した上での

カーボンニュートラルの達成へと優先事項が変

わってきたが，いずれの協力関係においても資

金面や能力開発面でのサポートは常に行われて

おり，その多くは，エネルギー安全保障，効率

向上，省エネルギー，脱炭素化といった様々な

目標に向けたエネルギー転換ロードマップの策

定，地域に適した革新的技術へのファイナンス

の促進，プロジェクトの開発，技術の開発・普
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及，人材育成，知識の共有といった活動に変換

されてきた。

これからの日 ASEAN 協力は，ASEAN 加

盟国の発展や経済成長の段階を考慮し実施され

るのに加え，脱炭素化という世界規模での関心

にも応えていく必要がある。

日ASEAN協力は水平的相互作用（Purwanto

et al., 2023 - forthcoming）の枠組み内で行わ

れる。つまり，ASEAN政府と日本を含むパー

トナー政府やその機関，非政府組織などの政策

立案者との協力による相互作用である。そのた

め，この水平的相互作用において ASEAN 加

盟国が掲げた脱炭素化に関する目標・政策，公

約の達成に向けた取り組みを働きかけることが

重要である。

また，現在 ASEAN 加盟国は脱炭素化に向

けた野心的な目標を掲げているが，主に新興国

や移行経済圏に属する ASEAN 加盟国がカー

ボンニュートラルを達成するためには非常に高

いコストがかかる。そのため，国際的および国

内の公的・民間，政治的・経済的な機関からの

強い圧力に加え，脱炭素技術促進のためのイン

センティブも必要である。これによりASEAN

の政府が野心的な脱炭素化目標を達成するため

の可能性が高まると予想される（Robinson，

2009）。

そして，最も留意すべき点は ASEAN 加盟

国にとってカーボンニュートラルの達成は経済

成長およびエネルギー安全保障と合わせて進め

る必要があり，今後の日 ASEAN の協力は

ASEAN加盟国の経済成長とエネルギー安全保

障，脱炭素化を最適なバランスで保ちながら構

築されるべきであるということだ。これらは一

朝一夕で達成できるものでは無くその経路も各

国の状況によって異なる。そのため，日本と

ASEANはこれまで以上に協力し続けることが

不可欠である。

Ⅵ 政策提言

日 ASEAN 協力の具体的な戦略と行動計画

の作成を支援するための政策提言について述べ

る。

第一に，技術開発，実証，そしてサプライ

チェーン開発は，協力の中で積極的に推進され

続けなければならない。前述のように，AETI

に基づき，Kimura et al.（2022）はエネルギー

転換シナリオに関する研究を行い，ASEANで

カーボンニュートラルを達成するには，再生可

能エネルギー導入に加え，様々な低炭素技術の

組み合わせが必要となると述べている。しか

し，これらの技術の多くは，現在，ほとんどの

ASEAN加盟国にとって高価なものである。し

たがって，重要なのは，特定の技術を追求する

ことではなく，費用対効果の高い技術を特定す

ることである。したがって，日本はこれらの技

術を積極的に開発・実証し，ASEANに提供す

る必要がある。さらに，日本と ASEAN は，

この目的に向けてサプライチェーンの整備を促

進すべきである。

第二に，エネルギー転換技術に対する適切な

資金調達手段の模索が必要である。欧州は主に

再生可能エネルギーを主としたグリーンテクノ

ロジーに力を入れているため，ASEANで必要

とされるであろう段階的移行技術（アンモニア

混焼など）の中には，財政的な支援の対象にな

らないものがある。したがって，ASEAN地域

のエネルギー移行に必要な技術に対して適切に

資金が提供されるよう，ASEAN内外において

段階的移行技術の認知度向上や定着が必要であ
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る。具体的には，世界の主要な金融機関のほ

か，開発銀行，輸出信用機関，政府機関，銀行

の業界団体が参加したアジア移行ファイナンス

研究会は 2022 年に移行技術を実行する際のガ

イダンスやサポートに関するレポートを，

ERIA が 2022 年に移行技術に関するリストの

初版を発表しており，このような取り組みを始

めとし，金融業界を含めた幅広いステークホル

ダーとの関係を将来にわたって構築・強化して

いくことが重要である。

また，ASEAN各国政府は，グリーン水素へ

の移行を支援するため，関連する国際機関，

パートナー政府，非政府組織などと連携し，炭

素価格やクレジット制度の活用を含む，公共お

よび民間の資金調達手段の可能性を探るべきで

ある。そのためには，Purwanto et al.（2023-

forthcoming）で述べられている垂直的相互作

用，すなわち，政府，政策立案者，規制当局と

域内の国営企業や産業界の利害関係者との相互

作用を改善する必要がある。ASEANの各省庁

は首尾一貫した「カーボンニュートラル」タス

クフォースを設置し，国営・民間企業が多国籍

の民間企業および日本などのパートナー政府と

協力できる機会をより与えるべきである。

第三に，エネルギー資源の有効活用のための

支援と協力が必要である。具体的には，エネル

ギー効率やエネルギー連結性の向上が挙げられ

る。これらの分野での日本と ASEAN の協力

はこれまでも行われてきたが，不安定なエネル

ギー価格により ASEAN 加盟国を含む多くの

国にとってエネルギー安全保障の強化が急務と

なっており，その重要性はさらに高まってい

る。また，省エネルギーとエネルギー連結性の

向上は，エネルギーの効率的利用という観点か

らカーボンニュートラルの安価な達成にも貢献

するだろう。

実際，省エネルギーは，特に工業，運輸，建

築の各分野において，ASEANで大きな可能性

を秘めている。しかし，そのようなプロジェク

トを形成し，管理できる管理者や専門家の存在

が希少である。したがって，省エネルギーの知

識と技術を ASEAN 地域全体に広く普及させ

るためには，AJEEPを通じて行われているよ

うに，能力開発を継続的に支援することが重要

である。

エネルギー連結性の強化という点では，

ASEANパワーグリッド構想のような多国間電

力取引を含む地域協力は，再生可能エネルギー

を含む低炭素技術の効率的な展開に寄与する。

ASEANパワーグリッド構想は，各国で個別に

投資するのではなく，地域規模で投資を最適化

し，過剰な需要と供給のバランスを取り，エネ

ルギーインフラの開発コストを削減し，地域グ

リッドへの再生可能エネルギー発電の開発を加

速させることを目的としている。このイニシア

ティブは，まず国境を越えた二国間で促進さ

れ，次にサブリージョンに拡大し，最終的には

完全に統合された地域システムへと発展する。

ASEANは，ラオス・タイ・マレーシア・シ

ンガポールの電力統合プロジェクトにおいて，

ASEANで初めて多国間電力取引のパイロット

プロジェクトとして，サブリージョンの電力取

引を成功させた。ホイーリングの方法論や開発

プロセスなど，得られた知見は ASEAN 全体

での電力取引にも活用でき，さらなる議論の加

速化が今後期待される。一方で，ASEAN全体

での電力取引を考えると，ステークホルダー間

の合意形成，電力取引機関の設立，市場設計，

インフラ整備など，上記プロジェクトよりも複

雑な課題を抱えている。そのためASEANは，
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日本や欧米などこの分野に精通した国々を巻き

込みながら，長期的な視野で地道な議論を重ね

ていく必要がある。

また，ASEANパワーグリッド構想は，日本

にとっても大きなメリットとなるだろう。再生

可能エネルギーが効率的に供給されることで，

ASEAN加盟国に立地する多くの日本企業がグ

リーンエネルギーによる事業活動を行うことが

可能となる。これは，社会的な信頼性やブラン

ド力の向上にもつながる。また，大量の再生可

能エネルギーを送電網に接続できるようになる

ことで，日本企業が発電事業者としてASEAN

地域に浸透する機会も増えるだろう。

最後に，関連する政策の設計と実施のための

人材育成が不可欠である。低炭素技術の普及の

ペースは，個人と機関が十分な情報を得た上で

効果的な意思決定を行う能力に強く影響され

る。しかし，多くの ASEAN 加盟国では，エ

ネルギー，環境，経済の各省庁の制度的能力は

まだ弱く，基本的な統計データさえないところ

もある。日本は過去のプロジェクトで，政策立

案のベースとなるエネルギー見通しを作成でき

る人材育成に注力してきた。しかし，基本的な

統計データの管理を含め，政策立案から実行ま

で担える人材を増やすための継続的な支援が重

要である。
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